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基本計画 実施計画

第１節
ふれあいのある地域社会
の形成と活性化

「市民活動の推進」と「市民と行政の協
働の促進」に関する指針（改定版）

人権教育及び人権啓発推進さいたま市基
本計画

平成13年度～ ○ － ○ 市民局
人権政策・男
女共同参画課

人権教育及び人権啓発推進さいたま市実
施計画

令和８年度～
令和12年度

－ ○ ○ 市民局
人権政策・男
女共同参画課

同和問題の早期解決に関する基本方針～
同和行政・同和教育の基本的なあり方～

平成15年度～ ○ － － 市民局
人権政策・男
女共同参画課

同和問題の早期解決に関する同和行政・
同和教育実施計画

令和５年度～
令和９年度

－ ○ － 市民局
人権政策・男
女共同参画課

第５次さいたま市男女共同参画のまちづ
くりプラン

令和６年度～
令和10年度

○ － ○ 市民局
人権政策・男
女共同参画課

第３節 多文化共生社会の実現等 さいたま市産業振興ビジョン －

第２次さいたま市環境基本計画
令和３年度～
令和12年度

○ － ○ 環境局 環境総務課

さいたま市地球温暖化対策実行計画（区
域施策編・事務事業編）

令和３年度～
令和12年度

○ ○ ○ 環境局
ゼロカーボン
推進戦略課

第２次さいたま市環境基本計画 －

第４次さいたま市一般廃棄物処理基本計
画（改定版）

令和５年度～
令和９年度

○ － ○ 環境局
資源循環政策
課

第２次さいたま市環境基本計画 －

さいたま水と生きものプラン
令和３年度～
令和12年度

○ ○ ○ 環境局 環境対策課

さいたま市緑の基本計画
令和５年度～
令和12年度

○ － ○ 都市局 みどり推進課

さいたま市見沼田圃基本計画 平成22年度～ ○ － － 都市局
見沼田圃政策
推進課

さいたま市見沼田圃基本計画アクション
プラン

令和４年度～
令和８年度

－ ○ － 都市局
見沼田圃政策
推進課

第４節
環境の保全と創造に意欲
的に取り組む都市の実現

第２次さいたま市環境基本計画 －

１　各分野に関連する行政計画一覧表 （令和８年４月現在）

章・節 計画の名称 期間
根拠

法令等
担当局 担当課所

　Ⅰ　各分野の施策と事業

計画レベル
※

第１章　コミュニティ･人権･多文化共生

第２章　環境

第２節 人権尊重社会の実現

地域から取り組む「脱炭
素社会に向けた持続可能
な都市」の実現

第１節

第２節
ともに取り組み、参加す
る　めぐるまち（循環型
都市）の創造

人と自然が共生する緑豊
かな美しい都市の創造

第３節

再掲（本掲載：Ⅱ第１章第１節）

※「計画レベル」は当該行政計画の体系において、基本計画／実施計画のいずれに相当するものかを表示しています。

再掲（本掲載：Ⅰ第11章第１節）

再掲（本掲載：Ⅰ第２章第１節）

再掲（本掲載：Ⅰ第２章第１節）

再掲（本掲載：Ⅰ第２章第１節）
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基本計画 実施計画

さいたま市健康づくり計画（第２次さい
たま市歯科口腔保健推進計画、第４次さ
いたま市食育推進計画）

令和６年度～
令和17年度

○ ○ ○ 保健衛生局
保健衛生総務
課

第３次さいたま市自殺対策推進計画
令和６年度～
令和11年度

－ ○ ○ 保健衛生局
保健衛生総務
課

第２次さいたま市がん対策推進計画
令和６年度～
令和11年度

－ ○ ○ 保健衛生局
保健衛生総務
課

第２期さいたま市スポーツ振興まちづく
り計画

令和３年度～
令和12年度

○ ○ ○
スポーツ文化
局

スポーツ政策
室

さいたま市スポーツ施設の整備方針 令和３年度～ ○ － ○
スポーツ文化
局

スポーツ振興
課

第１節
人生100年時代を豊かに
生きる「未来を拓くさい
たま教育」の推進

第２期さいたま市教育振興基本計画
令和元年度～
令和10年度

○ － ○
教育委員会事
務局

教育政策室

第４次さいたま市防犯のまちづくり推進
計画

令和６年度～
令和10年度

○ － ○ 市民局
市民生活安全
課

第４期さいたま市消費生活基本計画
令和８年度～
令和12年度

○ － ○ 市民局
消費生活総合
センター

さいたま市第２期再犯防止推進計画
令和８年度～
令和12年度

－ ○ ○ 福祉局
地域福祉推進
室

さいたま市墓地行政の基本方針 平成27年度～ － ○ － 保健衛生局
思い出の里市
営霊園事務所

さいたま市食の安全基本方針 平成16年度～ － ○ ○ 保健衛生局 生活衛生課

さいたま市第３期保健福祉総合計画（地
域福祉計画）

令和５年度～
令和11年度

○ － ○ 福祉局
地域福祉推進
室

さいたまいきいき長寿応援プラン2026
（さいたま市第９期高齢者保健福祉計
画・介護保険事業計画・認知症施策推進
計画・成年後見制度利用促進計画）

令和６年度～
令和８年度

○ ○ ○ 福祉局

高齢福祉課
いきいき長寿
推進課
介護保険課

第４期さいたま市国民健康保険特定健康
診査等実施計画

令和６年度～
令和11年度

－ ○ ○ 福祉局 国保年金課

第３期さいたま市国民健康保険保健事業
実施計画(第３期データヘルス計画）

令和６年度～
令和11年度

－ ○ ○ 福祉局 国保年金課

さいたま市第３期保健福祉総合計画（地
域福祉計画）

－

さいたま市障害者総合支援計画 2024～
2026（令和６～８年度）

令和６年度～
令和８年度

○ ○ ○ 福祉局 障害政策課

さいたま市福祉のまちづくり推進指針 －

さいたま市新型インフルエンザ等対策行
動計画

令和７年度～ ○ ○ ○
総務局
保健衛生局

危機管理課
地域医療課

さいたま市感染症予防計画 令和６年度～ ○ ○ ○ 保健衛生局 地域医療課

第６章　福祉

担当課所章・節 計画の名称 期間
根拠

法令等
担当局

第３章　健康・スポーツ

計画レベル
※

第１節
誰もが生き生きと長生き
して暮らせる地域共生社
会の実現

第２節
スポーツを活用した総合
的なまちづくりの推進

第１節
主体的な健康づくりの推
進

第４章　教育

第２節

第５章　生活安全

安全・安心に暮らせる生
活環境の形成

第１節

第３節
安心して暮らせる地域医
療体制の実現

誰もが自分らしく暮らせ
る地域共生社会の実現

再掲（本掲載：Ⅰ第６章第１節）

再掲（本掲載：Ⅰ第９章第２節）
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基本計画 実施計画

第１節
子ども・子育てを支える
都市の実現

第３期さいたま子ども・青少年のびのび
希望（ゆめ）プラン

令和７年度～
令和11年度

○ ○ ○ 子ども未来局
子ども・青少
年政策課

さいたま市文化芸術都市創造計画
令和３年度～
令和12年度

○ － ○
スポーツ文化
局

文化政策課

第２期さいたま市教育振興基本計画 －

浦和美園～岩槻地域成長・発展プラン 平成30年度～ ○ － － 都市戦略本部
未来都市推進
部

さいたま都市計画
都市計画区域の整備、開発及び保全の方
針

令和４年度～ ○ － ○ 都市局 都市計画課

さいたま市都市計画マスタープラン 平成26年度～ ○ － ○ 都市局 都市計画課

さいたま市立地適正化計画 令和７年度～ ○ － ○ 都市局 都市計画課

さいたま市総合都市交通体系マスタープ
ラン(さいたま市地域公共交通計画・さ
いたま市都市交通戦略)

令和８年度～ ○ ○ ○ 都市局 交通政策課

第２次岩槻まちづくりマスタープラン
令和３年度～
令和12年度

○ － － 都市局
岩槻まちづく
り事務所

岩槻まちづくりアクションプラン（第３
期）

令和３年度～
令和７年度

－ ○ － 都市局
岩槻まちづく
り事務所

さいたま新都心将来ビジョン 令和５年度～ ○ － － 都市局 都心整備課

大宮駅グランドセントラルステーション
化構想

平成30年度～ － ○ － 都市局
東日本交流拠
点整備課

大宮駅周辺地域戦略ビジョン 平成22年度～ ○ － － 都市局
大宮駅東口ま
ちづくり事務
所

さいたま市道路整備計画（令和６年４
月）

令和６年度～
令和15年度

－ ○ － 建設局 道路計画課

浦和駅周辺まちづくりビジョン 令和４年度～ ○ － － 都市局

都心整備課
浦和駅周辺ま
ちづくり事務
所

第１節

担当局 担当課所計画の名称 期間

人を呼び込み交流を促す
都市インフラ

第９章　都市インフラ

生き生きと心豊かに暮ら
せる文化芸術都市の創造

第１節

計画レベル
※

章・節
根拠

法令等

第７章　子ども・子育て

第８章　文化

再掲（本掲載：Ⅰ第４章第１節）
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基本計画 実施計画

さいたま市福祉のまちづくり推進指針 令和３年度～ ○ － ○ 福祉局
地域福祉推進
室

第３次さいたま市空き家等対策計画
令和８年度～
令和12年度

○ － ○ 環境局 環境総務課

さいたま市都市景観形成基本計画 － ○ － － 都市局 都市計画課

さいたま市景観計画 － ○ － ○ 都市局 都市計画課

さいたま市道路網計画
令和５年度～
令和９年度

○ － － 都市局 都市計画課

さいたま市バリアフリー基本構想 平成25年度～ ○ － ○ 都市局 交通政策課

さいたま市自転車ネットワーク整備計画
（改定版）

令和６年度～
令和10年度

－ ○ ○ 都市局
自転車まちづ
くり推進課

第２次さいたま自転車まちづくりプラン
～さいたまはーと～

令和８年度～
令和17年度

○ ○ ○ 都市局
自転車まちづ
くり推進課

与野本町駅周辺地区まちづくりマスター
プラン

平成27年度～ ○ ○ － 都市局
まちづくり総
務課

さいたま市住生活基本計画
令和８年度～
令和17年度

○ － ○ 建設局 住宅政策課

さいたま市賃貸住宅供給促進計画
令和８年度～
令和17年度

－ ○ ○ 建設局 住宅政策課

さいたま市市営住宅等長寿命化計画
令和８年度～
令和17年度

－ ○ ○ 建設局 住宅政策課

さいたま市マンション管理適正化推進計
画

令和５年度～
令和12年度

○ ○ ○ 建設局 住宅政策課

さいたま市下水道長期計画
令和３年度～
令和12年度

○ － － 建設局 下水道計画課

さいたま市下水道事業中期経営計画
令和８年度～
令和12年度

－ ○ － 建設局 下水道計画課

さいたま市水道事業長期構想
令和３年度～
令和12年度

○ － － 水道局 経営企画課

さいたま市水道事業中期経営計画
令和８年度～
令和12年度

－ ○ － 水道局 経営企画課

さいたま市水道施設再構築計画
令和３年度～
令和32年度

－ ○ － 水道局 水道計画課

さいたま都市計画
都市計画区域の整備、開発及び保全の方
針

－

さいたま市立地適正化計画 －

さいたま市総合都市交通体系マスタープ
ラン(さいたま市地域公共交通計画・さ
いたま市都市交通戦略)

－

計画の名称 期間
計画レベル

※
根拠

法令等
担当局 担当課所

第２節
質の高い生活空間を提供
する都市インフラ

章・節

第９章　都市インフラ

再掲（本掲載：Ⅰ第９章第１節）

再掲（本掲載：Ⅰ第９章第１節）

再掲（本掲載：Ⅰ第９章第１節）
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基本計画 実施計画

さいたま市国民保護計画 平成18年度～ ○ ○ ○ 総務局 危機管理課

さいたま市地域防災計画 令和６年度～ ○ － ○ 総務局 防災課

さいたま市国土強靱化地域計画 令和５年度～ ○ － ○ 総務局 防災課

さいたま市防災都市づくり計画 平成27年度～ － ○ － 都市局 都市総務課

さいたま市建築物耐震改修促進計画
令和８年度～
令和12年度

－ ○ ○ 建設局 建築総務課

さいたま市下水道浸水対策計画
令和８年度～
令和27年度

○ － ○ 建設局 下水道計画課

さいたま市住生活基本計画 －

さいたま市下水道長期計画 －

さいたま市下水道事業中期経営計画 －

さいたま市水道施設再構築計画 －

さいたま市消防団充実強化計画 令和４年度～ － ○ ○ 消防局
消防団活躍推
進室

さいたま市消防力整備計画
令和３年度～
令和12年度

○ ○ ○ 消防局 消防企画課

さいたま市無電柱化推進計画
平成30年度～
令和10年度

○ － ○ 建設局 道路環境課

さいたま市無電柱化整備計画
令和６年度～
令和10年度

－ ○ ○ 建設局 道路環境課

さいたま市橋りょう長寿命化修繕計画
令和８年度～
令和12年度

○ ○ ○ 建設局 道路環境課

第１節
新たな産業の創出と地域
産業の振興

さいたま市産業振興ビジョン
令和３年度～
令和12年度

○ － － 経済局 経済政策課

第２節
観光の振興とＭＩＣＥの
推進

さいたま市産業振興ビジョン －

さいたま市農業振興ビジョン2021
令和３年度～
令和12年度

○ ○ ○ 経済局 農業政策課

さいたま市農業振興地域整備計画 令和元年度～ － ○ ○ 経済局
農業環境整備
課

さいたま市田園環境整備マスタープラン 令和３年度～ ○ － ○ 経済局
農業環境整備
課

持続可能で魅力ある都市
農業の振興

第10章　防災・消防

第３節

第11章　経済・産業

災害に強い都市の構築第１節

章・節 計画の名称 期間
計画レベル

※
根拠

法令等
担当局 担当課所

再掲（本掲載：Ⅰ第９章第２節）

再掲（本掲載：Ⅰ第９章第２節）

再掲（本掲載：Ⅰ第９章第２節）

再掲（本掲載：Ⅰ第９章第２節）

再掲（本掲載：Ⅰ第11章第１節）
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基本計画 実施計画

第１節
多様な主体とともに進め
るまちづくり

「市民活動の推進」と「市民と行政の協
働の促進」に関する指針（改定版）

－ ○ － － 市民局
市民協働推進
課

第１節
市民に信頼される開かれ
た市政運営

－ － － － － － －

さいたま市公共施設マネジメント計画・
第２次アクションプラン

令和３年度～
令和12年度

○ ○ ○ 財政局 資産経営課

第３次さいたま市立病院中期経営計画
【改定版】

令和４年度～
令和９年度

－ ○ ○ 保健衛生局 病院財務課

さいたま市下水道事業中期経営計画 －

さいたま市水道事業中期経営計画 －

さいたま市定員管理計画
令和８年度～
令和12年度

－ ○ － 総務局 人事課

第２期さいたま市職員の子育ておもいや
り・女性活躍推進プラン

令和８年度～
令和12年度

－ ○ ○ 総務局 人事課

さいたま市職員・組織成長ビジョン
令和３年度～
令和12年度

○ － ○ 総務局 人材育成課

第４節
デジタル技術やデータを
活用した新しい時代の行
政運営

－ － － － － － －

第５節
真の分権型社会を担う自
主的・自立的な都市経営
の実現

－ － － － － － －

第６節
さいたま市の特長を生か
した都市イメージの向上

－ － － － － － －

　Ⅱ　質の高い都市経営の実現

章・節 計画の名称 期間
計画レベル

※
根拠

法令等
担当局 担当課所

第１章　市民協働・公民連携

第２章　高品質経営市役所

第２節 健全財政の維持

第３節
市政を支える職員の育成
と働く環境の整備

再掲（本掲載：Ⅰ第９章第２節）

再掲（本掲載：Ⅰ第９章第２節）
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事業
コード

事業名
計画書
掲載頁

表示
単位

令和２年度 令和３年度 令和４年度

01-2-1-01 人権を尊重する意識の醸成 79 ⑴
講演会及び研修会において、人権問題
についての関心や理解が深まった参加
者の割合

％ 98.8 99.1 97.1

01-2-1-02
ＤＶ防止及び被害者の自立支
援

79 ⑴ ＤＶ被害者への相談支援件数 件 1,261 968 1,036

⑴
男女共同参画の講座等の内容を理解し
た人の割合

％ 99.8 98.1 96.7

⑵
団体等と協働で実施した講座等の実施
件数

件 57 86 77

01-2-2-02
審議会等委員への女性の登用
促進

83 ⑴ 審議会等における女性委員の割合 ％ 35.4 34.4 34.9

⑴
市が行う事業により海外都市と交流し
た人の数

人 ― 581 1,466

⑵ 日本語教室受講者数 人 ― 1,121 2,418

02-1-1-05 焼却熱エネルギー発電の推進 93 ⑴ 蒸気タービン発電量 MWh 132,616 131,126 116,765

02-2-1-01
３Ｒ＋Renewable（リニュー
アブル）活動の普及促進

95 ⑴
市民１人１日当たりの家庭系ごみ排出
量

g/人・日 527 509 492

02-2-2-01 焼却残渣リサイクルの推進 97 ⑴ 焼却灰及び飛灰の資源化率 ％ 75 73 71

02-2-2-03 不法投棄防止対策の推進 98 ⑴ 不法投棄通報協定締結件数 件 ０ 60 ５

02-3-2-01
見沼田圃の保全と新たな活
用・創造の推進

105 ⑵ 見沼田圃内のイベントの参加者数 人 487 1,158 13,891

02-4-1-01
環境教育・学習・情報発信の
推進

107 ⑴ 環境イベント来場者数 人 ０ 4,236 2,550

02-4-1-03
市民が取り組む環境活動の推
進

108 ⑶ 市民清掃活動の参加者数 人 ― 97,707 103,818

03-1-1-02
健康マイレージによる健康意
識の向上

114 ⑵
参加者のうち歩数記録で8,000ポイン
ト以上獲得した人の割合

％ ― ― ―

03-1-1-03 メンタルヘルスの推進 115 ⑵
自殺予防のための地域支援者の養成人
数

人 181 202 257

03-1-1-04 ひきこもり支援の推進 115 ⑵
支援者研修受講者のうち、ひきこもり
支援について、理解した人の割合

％ 91.5 100 100

目標指標

Ⅰ　各分野の施策と事業

第１章　コミュニティ･人権･多文化共生

２　目標指標に係る実績値一覧表

・本計画書に掲載している目標指標のうち、「さいたま市総合振興計画基本計画実施計画」（令和３年度～令和７年度）か
ら引き続き目標指標としている指標で、定量指標である指標（道路整備率など特定の事業の進捗を示すものを除く）の実績
値について、一覧化したものです。

事業情報 実績値

第２章　環境

第３章　健康・スポーツ

01-2-2-01 男女共同参画の推進 83

01-3-1-01
国際交流の機会増加及び多文
化共生意識の醸成

85
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令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 計画期間最終目標

100 97.3 ― 90 90 90 90 90 令和12年度まで90％を維持

1,356 1,451 ― 1,520 1,595 1,670 1,745 1,820 令和12年度に1,820件

96.5 98.3 ― 90 90 90 90 90 令和12年度まで90％を維持

76 76 ― 75 75 75 75 75
令和12年度までの５年間で
375件

35.3 36.5 ― 42 42 42 42 42 令和12年度まで42％を維持

1,769 1,931 ― 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000
令和12年度まで2,000人を維
持

2,174 2,969 ― 2,600 2,650 2,700 2,750 2,800 令和12年度に2,800人

108,243 120,226 ― 141,000 141,000 141,000 141,000 141,000
令和12年度までの５年間で
705,000MWh

471 463 ― 462 456

次期一般廃棄
物処理基本計
画に基づき目
標値を設定

次期一般廃棄
物処理基本計
画に基づき目
標値を設定

次期一般廃棄
物処理基本計
画に基づき目
標値を設定

令和９年度に456g/人・日

74 77 ― 80 80 80 80 80 令和12年度まで80％を維持

７ ５ ― ５ ５ ５ ５ ５
令和12年度までの５年間で25
件

17,130 22,528 ― 23,000 23,500 24,000 24,500 25,000 令和12年度に25,000人

3,247 3,700 ― 3,780 3,860 3,940 4,020 4,100 令和12年度に4,100人

103,893 105,109 ― 105,400 105,800 106,200 106,600 107,000 令和12年度に107,000人

― 40.5 28.5 41.1 41.4 41.7 42.0 42.3 令和12年度に42.3％

232 357 ― 360 360 360 360 360 令和12年度まで360人を維持

97 100 ― 97 97 97 97 97 令和12年度まで97％を維持

総合振興計画実施計画（令和８年度～令和12年度）における目標値
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事業
コード

事業名
計画書
掲載頁

表示
単位

令和２年度 令和３年度 令和４年度目標指標

事業情報 実績値

03-2-1-01
あらゆるスポーツを楽しむ機
会の提供

119 ⑵
アーバンスポーツに関する体験機会の
提供回数

回 ― ７ ９

03-2-1-04
さいたまスポーツコミッショ
ンの活動支援

121 ⑴
スポーツイベントの開催に伴う年間経
済効果（推計）

億円 ８ 13 69

⑴ 観戦来場者の満足度 ％ ― ― 87

⑵ 広告換算値 億円 ― ― 約7.54

04-1-2-02
誰一人取り残されない多様な
支援の充実

135 ⑵
保護者を対象とした子育て学習会等の
実施回数

回 ６ ６ 16

04-1-2-09
学校・家庭・地域が連携した
魅力ある食育の充実

139 ⑴ シェフ給食の実施 校 ― 30 31

04-1-4-02 チャレンジスクールの充実 145 ⑴
チャレンジスクールに参加して学びや
体験を得られたと思う児童生徒の割合

％ 97.4 96.9 97.3

04-1-4-03
子どもを見守る学校安全ネッ
トワークの推進

146 ⑴
「ながら見守り」ボランティアの新規
登録者数

人 1,319 1,694 1,309

04-1-5-03
小学校・中学校への空調設備
の新規整備・更新及び学校ト
イレの洋式化等の推進

150 ⑵
市立小・中学校の校舎内児童生徒用ト
イレの洋式化率

％ 71.2 76.1 80.5

05-1-1-02 交通安全教室の実施 158 ⑶ 高齢者対象の交通安全教室受講者数 人 26 529 164

05-1-2-01 防犯対策の推進 161 ⑴ 街頭犯罪の認知件数 件
2,760

(令和２年)
2,375

(令和３年)
2,582

(令和４年)

05-1-3-01 消費生活相談の充実 163 ⑴ あっせんによる解決率 ％ 90.3 89.3 93.8

05-1-4-01
生活衛生関係営業施設の衛生
向上

165 ⑴
公衆浴場等で重要項目が全て適となっ
た延べ施設数

施設 26 37 34

05-1-4-02 食の安全確保の更なる強化 165 ⑵
外部または内部機関によるＩＳＯ１７
０２５運用状況の審査・点検件数

件 １ １ １

06-1-1-01
データを活用した更なる介護
予防の推進

169 ⑵ 「通いの場」への高齢者の参加者数 人 5,978 5,710 17,129

06-1-1-04
地域の支え合いによる高齢者
の生活支援

170 ⑴ 高齢者見守りの活動者数 人 4,035 4,426 6,136

06-1-1-05
認知症と共生するまちづくり
の推進

171 ⑵
認知症フレンドリー企業・団体の登録
件数

件 ― ―
構築に向けた
課題整理、ス
キーム検討

第６章　福祉

第４章　教育

第５章　生活安全

03-2-1-05
国際自転車競技大会の開催支
援

121
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令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 計画期間最終目標

総合振興計画実施計画（令和８年度～令和12年度）における目標値

11 14 ― 16 17 18 19 20 令和12年度に20回

69 60 ―
70

(令和７年度)
70

(令和８年度)
75

(令和９年度)
80

(令和10年度)
85

(令和11年度)

令和12年度までの５年間で
380億円（令和７年度～令和
11年度）

90.3 87.7 90.3 90 90 90 90 90 令和12年度まで90％を維持

約11.90 約13.05 約15.23 10 10 10 10 10 令和12年度まで10億円を維持

18 18 18 21 24 27 30 30 令和12年度に30回

34 35 ―

34
※市立小・
中・中等教

育・特別支援
学校を対象
(令和８年度
新設校設置)

33
※市立小・
中・中等教

育・特別支援
学校を対象

33
※市立小・
中・中等教

育・特別支援
学校を対象

33
※市立小・
中・中等教

育・特別支援
学校を対象

33
※市立小・
中・中等教

育・特別支援
学校を対象

令和12年度までの５年間で
166校

97.4 97.1 ― 95 95 95 95 95 令和12年度まで95％を維持

1,260 1,426 ― 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000
令和12年度までの５年間で
5,000人

85.0 88.3 ― 94 97 100 ― ― 令和10年度に100％

122 306 ― 300 300 300 300 300 令和12年度まで300人を維持

3,275
(令和５年)

3,375
(令和６年)

―
3,220

(令和８年)
3,140

(令和９年)
3,060

(令和10年)
2,980

(令和11年)
2,900

(令和12年)
令和12年度に2,900件（令和
12年）

91.1 91.2 ― 90 90 90 90 90 令和12年度まで90％を維持

37 41 ― 41 42 43 44 45 令和12年度に45施設

１ １ １ ３ ３ ３ ３ ３ 令和12年度まで３件を維持

18,008 20,601 24,354 26,000 28,000 30,000 32,000 34,000 令和12年度に34,000人

7,156 7,039 ― 7,420 7,490 7,560 7,630 7,700 令和12年度に7,700人

416 270 ― 60 60 60 60 60
令和12年度までの５年間で
300件
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事業
コード

事業名
計画書
掲載頁

表示
単位

令和２年度 令和３年度 令和４年度目標指標

事業情報 実績値

06-2-1-01
ノーマライゼーションの更な
る普及・啓発

175 ⑴ 各種啓発イベントの来場者数 人 ０ 1,453 2,037

06-2-1-07 障害者就労の推進 178 ⑶ 障害者就労施設等からの調達件数 件 208 204 256

06-2-2-01 包括的な支援体制の整備 181 ⑴
福祉まるごと相談窓口における相談者
の満足度

％ ― 96 92.6

⑵ 教室参加者の出席率（小学生教室） ％ 60.8 81.4 77.4

⑷ 教室参加者の出席率（中高生教室） ％ 38.3 53.2 49.1

06-2-2-04
安定した地域生活に向けた居
住支援の推進

184 ⑴
居住支援事業支援対象者で転居した割
合

％ 76.1 77.9 77.8

⑵ 産後ケア事業の利用件数 件 825 938 1,274

⑶
産後ケア事業を利用し育児不安が軽減
した人の割合

％ ― 94 93.7

07-1-1-04 子育て支援医療費の助成 195 ⑴ 対象者の受給資格登録率 ％ ― 99.7 99.6

⑴
保育所等利用待機児童数
（翌年４月１日時点）

人 11 ０ ０

⑵
子育て支援枠の人数
（翌年４月１日時点）

人 1,265 1,705 1,886

⑶
病児保育室の施設数
（翌年４月１日時点）

施設 10 11 11

07-1-2-03 放課後児童対策の推進 199 ⑴
放課後児童クラブ等待機児童数
（翌年４月１日時点）

人 224 340 333

07-1-2-06
療育体制の強化と効果的な支
援の推進

200 ⑴ 初診待ち期間 日 ― 62 57

07-1-3-03 児童虐待対策の充実 204 ⑴
子ども虐待防止フォーラム参加者のう
ち参考になったと回答した人の割合

％ 94.6 97 95.5

⑴
里親等委託率
【３歳未満（就学前）】

％ 19.2 9.7 29.6

⑵
里親等委託率
【３歳～６歳（就学前）】

％ 51.3 56.3 42.0

⑶
里親等委託率
【６歳以上（学童期以降）】

％ 48.1 49.2 48.6

07-1-3-04 社会的養育施策の充実 205

07-1-1-02
妊娠期からの母子保健サービ
スの推進

194

07-1-2-01
保育需要の受け皿及び保育人
材の確保

197

06-2-2-03
様々な課題を抱える子どもに
対する学習機会と居場所の提
供

183

第７章　子ども・子育て
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令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 計画期間最終目標

総合振興計画実施計画（令和８年度～令和12年度）における目標値

3,207 3,927 ― 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000
令和12年度まで4,000人を維
持

313 248 ― 280 290 300 310 320 令和12年度に320件

93.8 93.3 ― 90 90 90 90 90 令和12年度まで90％を維持

75.5 77.2 ― 78.0 78.5 79.0 79.5 80.0 令和12年度に80.0％

53.2 49.8 ― 51.0 51.5 52.0 52.5 53.0 令和12年度に53.0％

79.3 73.8 ― 75 75 75 75 75 令和12年度まで75％を維持

2,356 4,728 ― 5,200 5,500 5,800 6,100 6,400 令和12年度に6,400件

92.2 97 ― 95 95 95 95 95 令和12年度まで95％を維持

99.9 99.6 ― 100 100 100 100 100 令和12年度まで100％を維持

０ ０ ― ０ ０ ０ ０ ０ 令和12年度まで０人を維持

2,064 2,111 ― 2,300 2,340 2,380 2,420 2,460 令和12年度に2,460人

12 12 ― 13 14 14 15 15 令和12年度に15施設

299 196 ― 50 ０ ０ ０ ０
令和９年度に０人とし、その
後令和12年度まで０人を維持

61 48 ― 30 30 30 30 30 令和12年度まで30日を維持

94.6 98.1 ― 90 90 90 90 90 令和12年度まで90％を維持

34.8 44.8 ― 75 75 75 75 75 令和12年度まで75％を維持

36.2 49.1 ― 75 75 75 75 75 令和12年度まで75％を維持

48.9 51.4 ― 49.1 49.5 49.8 50 50 令和12年度に50％
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事業
コード

事業名
計画書
掲載頁

表示
単位

令和２年度 令和３年度 令和４年度目標指標

事業情報 実績値

08-1-1-01
岩槻人形博物館を拠点とした
人形文化の振興・発信

211 ⑶ 岩槻人形博物館来館者数 人 31,171 29,254 32,421

⑴ 大宮盆栽村の認知度（市内在住者） ％ 74.8 69.2 66.4

⑵ 大宮盆栽村の認知度（市内在勤者） ％ 51.9 50.5 47.5

⑶ 大宮盆栽美術館来館者数 人 20,068 31,314 43,660

08-1-1-03
市民参加型の特色ある国際芸
術祭の開催

213 ⑴
市民サポーター活動等のレガシー事
業、国際芸術祭の参加者数

人 116,107 128,789 27,594

08-1-2-02
市民による文化芸術活動の支
援の充実

215 ⑴
支援件数（助成金申請や申請に伴う相
談・支援、その他文化芸術に関する相
談受付など）

件 ― ― 43

⑴ みそのウイングシティ内の定住人口 人 15,187 16,451 17,348

⑵
浦和美園駅の１日当たりの乗降客数
（定期利用者除く）

人 5,150 7,058 9,016

09-1-4-04
岩槻駅周辺地区のまちづくり
の推進

241 ⑴ 主なイベントの来訪者数 人 11,000 21,000 135,000

09-2-1-02 街なかにおける緑の創出 245 ⑴
市民ボランティアが管理する公共花壇
の面積

㎡ 9,000 9,085 9,179

09-2-1-03
「緑の力」を引き出す都市公
園の整備推進

246 ⑵ 都市公園開設数 か所 10 ８ ６

09-2-1-04
都市公園のリフレッシュの推
進

247 ⑴ 公園トイレの洋式便器設置箇所数 か所 ８ ８ ８

⑴
要支援マンションへのアドバイザー派
遣回数

回 ― ― 11

⑵
管理計画認定を取得する管理組合数
（累積）

件 ― ― ０

⑴ セーフティネット住宅新規登録戸数 戸 5,416 191 627

⑵ 居住支援に係る連携団体数 団体 ６ ７ ８

09-2-3-02 身近な公共交通の充実 257 ⑴
地域組織等との会議の開催回数（技術
的支援）

回 15 52 53

09-2-3-03
公共交通のバリアフリー化推
進

258 ⑵ ノンステップバスの導入率 ％ ― 68.1 74.7

⑴
主要な幹線道路の健全度（修繕が必要
ない路線延長の割合）

％ 85.0 86.6 87.3

⑵ 歩道整備・交差点改良等整備箇所数 か所 ― ３ ３

09-2-2-07
住宅セーフティネット機能の
推進

254

09-2-3-05 良好な道路環境の向上 259

第９章　都市インフラ

09-1-4-03 美園地区のまちづくりの推進 240

09-2-2-06 マンション管理適正化の推進 253

第８章　文化

08-1-1-02
未来に向けた盆栽文化・産業
の継承・発展

212
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令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 計画期間最終目標

総合振興計画実施計画（令和８年度～令和12年度）における目標値

39,656 49,662 ― 50,000 50,000 55,000 55,000 55,000 令和12年度に55,000人

67 64.2 64.7 66.0 67.0 68.0 69.0 70.0 令和12年度に70.0％

49.5 40.0 45.6 46.0 46.5 47.0 47.5 48.0 令和12年度に48.0％

56,283 40,179 ― 68,000 70,000 72,000 74,000 76,000 令和12年度に76,000人

502,093 29,455 ― 32,500 335,000 37,500 40,000 342,500
令和12年度までの５年間で
787,500人

91 136 ― 115 125 130 135 145 令和12年度に145件

17,979 18,666 ― 20,000 20,700 21,400 22,100 22,800 令和12年度に22,800人

10,294 11,706 ― 12,100 12,300 12,500 12,700 12,900 令和12年度に12,900人

296,000 345,000 ― 353,000 357,000 361,000 365,000 369,000 令和12年度に369,000人

9,171 9,214 ― 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000
令和12年度まで9,000㎡を維
持

６ ４ ― ３ ３ ３ ３ ３
令和12年度までの５年間で15
か所

６ ８ ― ５ ３ ２ ― ―
令和10年度までの３年間で10
か所

15 16 ― 25 25 30 30 30
令和12年度までの５年間で
140回

20 46 ― 80 90 100 110 120 令和12年度に120件

253 235 ― 100 100 100 100 100
令和12年度までの５年間で
500戸

９ 10 ― 11 12 13 14 15 令和12年度に15団体

51 49 ― 20 20 20 20 20 令和12年度まで20回を維持

79.1 83.6 ― 84 86 88 89 90 令和12年度に90％

88.8 89.9 91.0 90 90 90 90 90 令和12年度まで90％を維持

３ ２ ― ２ ２ ２ ２ ２
令和12年度までの５年間で10
か所
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事業
コード

事業名
計画書
掲載頁

表示
単位

令和２年度 令和３年度 令和４年度目標指標

事業情報 実績値

⑴ 点検実施橋りょう数 橋 190 270 262

⑵ 修繕工事実施橋りょう数 橋 16 20 22

09-2-3-07 自転車利用環境の向上 260 ⑴ 市内の自転車事故死傷者数 人
918

(令和２年)
1,064

(令和３年)
959

(令和４年)

09-2-4-01 上水道施設の健全化の推進 263 ⑴ 水道管路の更新率 ％ 1.12 0.93 1.12

⑴
下水道管の健全化率（中心市街地周辺
約1,400km）

％ 33 39 43

⑵
重要な下水道管（約770km）の耐震化
率

％ 24 26 27

10-1-1-01 無電柱化の推進 267 ⑴ 防災上の重要な道路の無電柱化着手率 ％ 14.0 14.3 15.7

10-1-1-02 橋りょう耐震化の推進 267 ⑴ 耐震化完了橋りょう数 橋 １ ２ ２

10-1-1-03 既存建築物の耐震化促進 268 ⑴ 耐震診断の棟数（住宅） 棟 370 353 277

10-1-1-04 治水対策施設の整備推進 268 ⑵
排水路等の整備
（整備が完了した延長）

ｍ 1,300 900 500

⑴ 準用河川の更新延長 ｍ ― 150 150

⑶ 排水施設の更新施設数 施設 ４ ４ ４

10-1-1-06 下水道浸水対策の推進 269 ⑴ 整備促進エリアの対策完了数 か所 ３ ３ ３

10-1-2-01
地域と共に取り組む防災対策
の推進

271 ⑴
避難情報を受領できるサービスへの登
録件数（累計）

件 23,627 25,101 45,410

⑵ 防災アドバイザー新規登録人数 人 13 21 17

⑶
防災アドバイザー新規登録人数のうち
女性の人数

人 ５ ４ ６

⑴ 避難所運営訓練参加者数 人 3,646 4,515 6,527

⑵
九都県市合同防災訓練参加者のうち、
地震発生時の行動を理解した人の割合

％ ― 98 98

⑶ 福祉避難所開設訓練の実施施設数 施設 24 22 24

10-1-2-05
防災訓練を通じた災害対応力
の更なる強化

274

第10章　防災・消防

10-1-1-05
河川管理施設等の計画的な更
新

269

10-1-2-04
自主防災組織の育成支援等に
よる地域防災力の向上

273

09-2-3-06 計画的な橋りょうの修繕 259

09-2-4-02
下水道施設の健全化と耐震化
の推進

263
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令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 計画期間最終目標

総合振興計画実施計画（令和８年度～令和12年度）における目標値

269 241 240 220 236 233 238 223
令和12年度までの５年間で
1,150橋

24 23 20 10 14 ８ ８ ８
令和12年度までの５年間で48
橋

1,123
(令和５年)

923
(令和６年)

―
857

(令和８年)
839

(令和９年)
821

(令和10年)
803

(令和11年)
786

(令和12年)
令和12年度に786人（令和12
年）

0.98 1.11 ― 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
令和12年度までの５年間で
5.00％

48 56 ― 70 77 85 93 100 令和12年度に100％

30 32 ― 38 41 45 49 53 令和12年度に53％

16.7 17.4 17.4 17.4 18.4 20.0
新たな整備計
画に基づき目
標値を設定

新たな整備計
画に基づき目
標値を設定

令和10年度に20.0％

１ ２ １ １ ２ ２ ２ １
令和12年度までの５年間で８
橋

301 426 ― 220 210 200 190 180
令和12年度までの５年間で
1,000棟

400 500 ― 300 300 300 300 300
令和12年度までの５年間で
1,500ｍ

150 150 ― 100 100 100 100 100
令和12年度までの５年間で
500ｍ

４ ４ ― ５ ４ ４ ４ ４
令和12年度までの５年間で21
施設

４ ６ ― ２ ３ ２ ２ ２
令和12年度までの５年間で11
か所

62,246 81,609 ― 93,000 101,000 109,000 117,000 125,000 令和12年度に125,000件

12 22 ― 10 10 10 10 10
令和12年度までの５年間で50
人

５ ６ ― ５ ５ ５ ５ ５
令和12年度までの５年間で25
人

9,877 12,229 ― 12,600 12,800 13,000 13,200 13,400
令和12年度までの５年間で
65,000人

― ― 94.4 95 95 95 95 95 令和12年度まで95％を維持

25 25 26 26 26 26 26 26 令和12年度まで26施設を維持
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事業
コード

事業名
計画書
掲載頁

表示
単位

令和２年度 令和３年度 令和４年度目標指標

事業情報 実績値

10-1-3-01 消防力等の体制強化 277 ⑵ 消防車両増強整備数 台 ０ ０ １

10-1-3-04 消防防災学習施設の充実 278 ⑴
利用者数
（防災展示ホール、地震体験車）

人 7,528 14,076 29,596

10-1-3-05 応急手当の普及啓発 279 ⑵ 応急手当学習室利用者数 人 ― 3,188 3,276

10-1-3-06 円滑な救急活動の推進 279 ⑴
老人福祉施設での緊急時医療情報パス
の整備

施設
市内老人福祉
施設の把握

80 80

⑴
医療従事者と連携した事例検討会・研
修等の開催回数

回 ０ ３ 12

⑵
救急ワークステーションを活用した局
内救急研修回数

回 ― 68 155

⑴ 東日本連携による経済交流数 件 93 96 156

⑵
「まるまるひがしにほんの店」登録店
舗数

店 11 95 108

⑴
東日本連携センター（まるまるひがし
にほん）の来館者数

人 700,294 913,774 916,687

⑵ シティプロモーション実施日数 日 50 90 132

⑴ 「BIZ SAITAMA」における商談件数 件 ― 242 220

⑵ 海外展開による成約件数 件 12 13 13

⑴ 産学連携マッチング件数 件 59 45 55

⑵
イノベーション推進事業による商品化
件数

件 ― ０ ２

⑴
「さいたま医工連携アドバイザリー
ボード」を活用した支援件数

件 ― ６ ７

⑵
医療・ヘルスケア機器関連分野製品の
商品化件数

件 ５ ２ ２

⑴ 企業面談件数 件 641 916 958

⑵
産業集積拠点として事業着手済の延べ
地区数

地区 １ ２ ２

11-1-3-01
中小企業の生産性・付加価値
向上を通じた成長促進支援

293 ⑴
支援実施時に設定した目標を達成した
企業の割合

％ ― 100 100

11-1-2-04 医療ものづくり都市の推進 290

11-1-2-05
地域優位性を生かした企業立
地の促進

291

11-1-2-02 国内外事業展開の支援 289

11-1-2-03
産学連携等によるイノベー
ション創出の支援

290

第11章　経済・産業

11-1-1-01
東日本連携の推進による地域
経済活性化

285

11-1-1-02
地方創生に向けた東日本連携
センターの運営

285

10-1-3-07
救急ワークステーションの活
用による救護体制の強化

280
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令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 計画期間最終目標

総合振興計画実施計画（令和８年度～令和12年度）における目標値

１ ３ ― ― １ １ ― ３
令和12年度までの５年間で５
台

39,707 38,144 ― 38,560 38,920 39,280 39,640 40,000 令和12年度に40,000人

3,758 3,716 ― 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000
令和12年度までの５年間で
15,000人

80 80 ― 80 80 80 80 80
令和12年度までの５年間で
400施設

11 12 ― 10 10 10 10 10 令和12年度まで10回を維持

211 245 ― 220 220 220 220 220 令和12年度まで220回を維持

181 171 ― 175 180 185 190 195 令和12年度に195件

130 155 ― 170 185 200 215 230 令和12年度に230店

1,060,408 1,037,730 ― 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000
令和12年度まで1,000,000人
を維持

114 127 ― 133 140 147 154 161 令和12年度に161日

225 257 ― 240 240 240 240 240
令和12年度までの５年間で
1,200件

12 13 ― 13 13 13 13 13
令和12年度までの５年間で65
件

59 51 ― 45 45 45 45 45
令和12年度までの５年間で
225件

０ ２ ― １ １ １ １ １
令和12年度までの５年間で５
件

８ ６ ― ５ ５ ５ ５ ５
令和12年度までの５年間で25
件

３ ０ ― ２ ２ ２ ２ ２
令和12年度までの５年間で10
件

1,192 1,152 ― 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000
令和12年度まで1,000件を維
持

２ ３ ― ５ ５ ５ ５ ６ 令和12年度に６地区

100 93 ― 90 90 90 90 90 令和12年度まで90％を維持
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事業
コード

事業名
計画書
掲載頁

表示
単位

令和２年度 令和３年度 令和４年度目標指標

事業情報 実績値

⑴ ワークステーションさいたま利用者数 人 7,620 7,936 10,543

⑵
ワークステーションさいたま運営事業
等に係る就職者数

人 299 306 369

⑶
地域若者サポートステーションさいた
ま就職等進路決定者数

人 80 97 143

11-1-4-03 勤労者の就労環境の整備 298 ⑴
（公財）さいたま市産業創造財団勤労
者福祉サービスセンター新規会員数

人 833 1,001 1,738

11-1-5-01
地域の特色を生かした商業活
性化

301 ⑴
実施事業（おおみや盆栽春まつり、鉄
道ふれあいフェア）への参加人数

人 ０ ０ 56,300

11-2-1-01
地域資源を生かした観光の振
興

303 ⑴ 本市の延べ宿泊者数 人 401,619 536,755 701,973

⑴ 認定農業者経営体数 経営体 226 243 257

⑵ 新規就農者数 人 16 16 21

⑴
農業者がスマート農業などを活用した
農業技術又は機器を導入した件数

件 ４ ３ ６

⑵ 賃借権等の設定面積 ha 35 95 88

⑴
食料品スーパーなどにおける地場産農
産物コーナーの新規設置店舗数

店 ― ３ ３

⑵ 地場産農産物の新規加工品数 品 １ 21 ６

11-3-1-05 農業基盤の整備 307 ⑴
基盤整備地区内の担い手への農地の集
積率
（さいたま中央地区）

％ ― 21.1 31.5

11-3-1-07
農地の有する多面的機能の維
持、発揮の活動支援

308 ⑴ 多面的支援事業の活動面積 ha 396 396 469

51-1-1-02 協働の推進 315 ⑴ 本市の協働事業数 件 308 306 382

51-1-1-06
こども若者ファシリテーター
の活躍

317 ⑵ 対話の場参加者の満足度 ％ ― ― 100

⑴
民間事業者等と協定に基づき実施した
取組数

件 133 190 227

⑵ 包括協定締結数 件 16 18 19

51-1-2-02 ＮＰＯ法人の設立支援 319 ⑴ 設立セミナー参加者の満足度 ％ 97.5 92.8 98.8

51-1-2-03 民間提案の事業化 320 ⑴ 民間提案による新規事業化件数 件 ― ５ ５

Ⅱ　質の高い都市経営の実現

第１章　市民協働・公民連携

51-1-2-01
民間事業者等の連携・協定に
よる公共サービスの充実

319

11-3-1-02
効率的かつ安定的な農業経営
の実現

305

11-3-1-03
地場産農産物の流通・消費拡
大

306

11-1-4-02
誰もが活躍できる就労支援の
充実

297

11-3-1-01
農業の担い手確保・育成の強
化

305
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令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 計画期間最終目標

総合振興計画実施計画（令和８年度～令和12年度）における目標値

10,189 10,143 ― 10,250 10,300 10,350 10,400 10,450
令和12年度までの５年間で
51,750人

305 260 ― 290 292 294 296 298
令和12年度までの５年間で
1,470人

140 131 ― 117 117 117 117 117
令和12年度までの５年間で
585人

1,152 1,011 ― 1,100 1,100 1,100 1,100 1,100
令和12年度までの５年間で
5,500人

92,700 122,300 ― 123,000 123,000 123,000 123,000 123,000
令和12年度まで123,000人を
維持

924,536 1,020,540 ― 1,040,000 1,050,000 1,060,000 1,070,000 1,080,000 令和12年度に1,080,000人

270 279 ― 307 321 336 350 365 令和12年度に365経営体

21 21 ― 16 16 17 17 17
令和12年度までの５年間で83
人

12 ８ ― ８ ９ 10 11 12
令和12年度までの５年間で50
件

64 56 ― 56 59 62 65 68 令和12年度に68ha

２ ３ ― ３ ３ ４ ４ ４
令和12年度までの５年間で18
店舗

５ ５ ― ４ ４ ４ ４ ４
令和12年度までの５年間で20
品

33.5 38.0 ― 42.3 44.9 47.5 50.0 ― 令和11年度に50.0％

489 506 ― 720 720 730 730 740 令和12年度に740ha

429 428 ― 460 470 480 490 500 令和12年度に500件

100 97.5 ― 90 90 90 90 90 令和12年度まで90％を維持

274 337 ― 350 360 370 380 390
令和12年度までの５年間で
1,850件

21 23 ― 27 29 31 33 35 令和12年度に35件

95.2 97.9 ― 90 90 90 90 90 令和12年度まで90％を維持

５ ５ ― ５ ５ ５ ５ ５
令和12年度までの５年間で25
件
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事業
コード

事業名
計画書
掲載頁

表示
単位

令和２年度 令和３年度 令和４年度目標指標

事業情報 実績値

⑴
マッチングファンド制度による助成事
業数

事業 １ ８ ７

⑵ 協働のテーブルの実施件数 件 56 63 71

51-1-2-05 大学との連携の推進 321 ⑴ 市と大学の連携により実施した事業数 件 56 80 103

51-1-2-06
公民連携による事業手法の検
討

321 ⑵ 広告料収入額 千円 76,000 90,000 84,000

52-1-1-01 市民に分かりやすい情報発信 327 ⑵ ＳＮＳの延べ登録者数 人 114,095 144,590 152,950

⑴
財政収支に関する中期試算に基づく各
年度における収支不足額の解消

億円
170

(令和３年度当
初予算編成時)

146
(令和４年度当
初予算編成時)

199
(令和５年度当
初予算編成時)

⑵
当初予算編成時における既存事務事業
の見直し額

千円
693,927

(令和３年度当
初予算編成時)

959,998
(令和４年度当
初予算編成時)

285,139
(令和５年度当
初予算編成時)

52-2-1-02 補助事業等の見直し 334 ⑴ 事業効果の小さい補助事業等の割合 ％ 8.33 6.37 6.27

52-2-1-03 公共施設マネジメントの推進 335 ⑴
ハコモノ施設における予防保全工事の
件数

件 19 26 31

⑴ 市税の収納率 ％ 97.97 98.29 98.34

⑵ 収入未済額 億円 55.2 45.1 43.6

52-2-1-05
国民健康保険税の収納率の向
上

336 ⑴ 国民健康保険税の収納率 ％ 92.93 93.87 94.41

52-2-1-06 介護保険料の収納率の向上 336 ⑴ 介護保険料の収納率 ％ 97.37 97.80 97.82

52-2-1-07 保育料の収納率の向上 337 ⑴ 保育料の収納率 ％ 96.4 96.5 97.2

⑴
市外在住者からのふるさと納税寄附受
入額

千円 43,565 79,751 140,038

⑵ 地方創生応援税制に係る寄附件数 件 ― ０ ９

⑴
市立学校用務業務・給食調理業務の民
間力活用による人員効果

人 19 ６ 11

⑵
公立保育園用務業務・給食調理業務の
民間力活用による人員効果

人 ４ ７ ２

52-2-1-11 外郭団体の健全経営 339 ⑴
取組計画においておおむね目標を達成
した項目の割合

％ 63.5 77.6 68.0

52-2-1-10
学校用務業務及び保育園用務
業務等の民間力活用の推進

338

52-2-1-04 市税の収納率の向上 335

52-2-1-08
ふるさと応援寄附の充実と地
方創生応援税制の活用

337

51-1-2-04
マッチングファンド制度によ
る協働事業の促進

320

第２章　高品質経営市役所

52-2-1-01
事務事業の見直しによる健全
財政の維持

334
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令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 計画期間最終目標

総合振興計画実施計画（令和８年度～令和12年度）における目標値

７ ４ ― ８ ８ ８ ８ ８ 令和12年度まで８事業を維持

79 91 ― 100 100 100 100 100 令和12年度まで100件を維持

115 119 ― 120 120 120 120 120 令和12年度まで120件を維持

83,000 90,000 ― 92,000 94,500 97,000 99,500 102,000
令和12年度までの５年間で
485,000千円

168,847 219,950 ― 289,000 310,000 345,000 374,000 400,000 令和12年度に400,000人

241
(令和６年度当
初予算編成時)

212
(令和７年度当
初予算編成時)

276
(令和８年度当
初予算編成時)

345
(令和９年度
収支不足額)

403
(令和10年度
収支不足額)

354
(令和11年度
収支不足額)

476
(令和12年度
収支不足額)

449
(令和13年度
収支不足額)

当初予算編成において収支不
足額を解消

1,042,240
(令和６年度当
初予算編成時)

581,629
(令和７年度当
初予算編成時)

485,058
(令和８年度当
初予算編成時

700,000 700,000 700,000 700,000 700,000
令和12年度まで700,000千円
を維持

5.49 5.60 ― 5.50 5.40 5.30 5.20 5.10 令和12年度に5.10％

38 29 ― 20 20 20 20 20
令和12年度までの５年間で
100件

98.48 98.68 ― 98.80 98.85 98.90 98.95 99.00 令和12年度に99.00％

38.7 34.1 ― 34 33 32 31 30 令和12年度に30億円

94.82 94.93 ― 95.33 95.53 95.73 95.93 96.11 令和12年度に96.11％

97.94 98.09 ― 98.18 98.26 98.35 98.44 98.53 令和12年度に98.53％

97.9 98.1 ― 98.20 98.25 98.30 98.35 98.40 令和12年度に98.40％

633,239 897,317 ― 1,250,000 1,430,000 1,620,000 1,820,000 2,020,000 令和12年度に2,020,000千円

19 19 ― 34 41 ― ― ―
令和９年度までの２年間で75
件

15 ７ ― ２ ２ １ 10 ５
令和12年度までの５年間で20
人

５ ０ ― １ ― １ ― ―
令和12年度までの５年間で２
人

83.1 90.9 ― 85 85 85 85 85 令和12年度まで85％を維持
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事業
コード

事業名
計画書
掲載頁

表示
単位

令和２年度 令和３年度 令和４年度目標指標

事業情報 実績値

52-2-2-01 水道事業の健全経営 341 ⑴ 経常収支比率 ％ 118.6 120.9 117.2

52-2-2-02 下水道事業の健全経営 341 ⑴ 経常収支比率 ％ 103.5 104.1 104.3

52-2-2-03 病院事業の健全経営 342 ⑴ 経常収支比率 ％ 100.3 105.3 102.6

52-3-1-01
職場のコミュケーションの活
性化

345 ⑴
円滑なコミュニケーションが取れる職
場と思う職員の割合

％ 82.8 81.7 85.2

52-5-1-01 提案募集制度の活用 357 ⑴
提案募集制度による提案件数（本市及
び指定都市市長会共同提案等）

件 ７ 11 13

※実績値のうち令和７年度の実績値は、令和８年３月16日時点で確定しているもののみ、掲載しています。
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令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 計画期間最終目標

総合振興計画実施計画（令和８年度～令和12年度）における目標値

116.3 115.9 ― 110以上 110以上 110以上 110以上 110以上
令和12年度まで110％以上を
維持

103.8 102.4 ― 100以上 100以上 100以上 100以上 100以上
令和12年度まで100％以上を
維持

89.5 85.8 ― 100.3 100.1
次期中期経営
計画に基づき
目標値を設定

次期中期経営
計画に基づき
目標値を設定

次期中期経営
計画に基づき
目標値を設定

令和９年度に100.1％

87.0 82.6 ― 86 87 88 89 90 令和12年度に90％

25 29 ― 20 20 20 20 20 令和12年度まで20件を維持
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用 語 解 説 

あ 

ＩＣＴ 

Information and Communication Technology（情報通信技

術）の略で、ネットワーク通信により、情報・知識を処理・共

有する技術のことです。 

アウトリーチ 

援助が必要であるにもかかわらず、自発的に申出をしない

人々に対して、訪問など、積極的に働きかけて支援の実現を目

指すことです。 

アクティブ・ラーニン

グ 

「主体的・対話的で深い学び」の視点に立った授業改善を行

うことで、学校教育における質の高い学びを実現し、学習内容

を深く理解し、資質・能力を身に付け、生涯にわたって能動的

（アクティブ）に学び続けることをいいます。 

イノベーション 

モノ、仕組みなどに対して、全く新しい技術や考え方を取り

入れて新たな価値を生み出し、社会的に大きな変化を起こすこ

とをいいます。 

医療的ケア 

一般的に学校や在宅等で日常的に行われている、たんの吸

引・経管栄養・気管切開部の衛生管理等の医行為のことをいい

ます。 

インバウンド 外国人の訪日旅行や訪日外国人旅行者のことです。 

インフラ 

インフラストラクチャーの略で、公共施設のうち、都市活動

を支える道路、橋りょうなどの交通施設や公園、上下水道など

の施設の総称です。 

雨水貯留施設 雨水を貯めるための貯留管や調整池などをいいます。 

雨水貯留浸透施設 雨水を地中に浸透又は貯留するための施設などをいいます。 

ＡＩ 

Artificial Intelligence の略で、人工知能のことです。 

これまで人間にしかできなかった知的な行為を、人工的に作

られた知能で可能にする技術のことです。 

ＡＥＤ 

Automated External Defibrillator の略で、自動体外式除細

動器ともいわれています。 

急性心筋梗塞などを発症し、心電図上で心室細動（心臓が脈

打たず細かく震え、全身に血液を送り出せない状態）となった

場合に、心臓に電気ショックを与えて規則正しいリズムを取り

戻させる医療機器です。 

-394-

用
語
解
説

あ



 

用 語 解 説 

ＳＮＳ 

Social Networking Service の略で、個人間のコミュニケー

ションを促進し、社会的なネットワークの構築を支援する、イ

ンターネットを利用したサービスのことをいいます。 

ＳＤＧｓ 

Sustainable Development Goalsの略で、平成27（2015）年9

月の国連サミットで採択された令和12（2030）年までの長期的な

開発の指針「持続可能な開発のための2030アジェンダ」における

「持続可能な開発目標」であり、国際社会共通の目標です。 

持続可能な世界を実現するための17の目標と169のターゲット

から構成されており、地球上の「誰一人として取り残されない」

社会の実現に向けて、経済、社会、環境をめぐる広範な課題に対

する総合的な取組が示されています。 

ＮＰＯ 

Non-Profit Organization の略で、「民間非営利組織」等と訳

されています。継続的、自主的に社会貢献活動を行う営利を目

的としない団体の総称です。 

エリアマネジメント 
地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるため

の、住民・事業主・地権者等による主体的な取組をいいます。 

オープンイノベーショ

ン 

一組織が外部の組織と連携しながら、技術や知識を交流するこ

とで、革新的なビジネスやサービスを生み出すことをいいます。 

オープンスペース 

公園・広場・河川・農地など、建築物などによって覆われて

いない土地の総称です。 

人口が集中し建物が密集すればするほど、憩いや交流の場と

して重要性が高まります。 

温室効果ガス 

地球温暖化の原因となる温室効果を持つ気体のことです。 

地球温暖化対策の推進に関する法律では、二酸化炭素（ＣＯ２）、

メタン（ＣＨ４）、 一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）、代替フロン等４ガス

［ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣｓ）、パーフルオロカーボン

（ＰＦＣｓ）、六ふっ化硫黄（ＳＦ６）、三ふっ化窒素（ＮＦ３）］の

７つの温室効果ガスを対象とした措置を規定しています。 

か 

かかりつけ医 

健康に関することを何でも相談でき、必要な時は専門の医

師・医療機関を紹介してくれる、身近で頼りになる医師のこと

です。 

核都市広域幹線道路 

圏央道と東京外環道の間に並行するように位置しており、

神奈川県、東京都、埼玉県、千葉県を相互に連絡し、これらの

交流・連携を促進する広域道路ネットワークとして計画された

道路のことです。 
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緊急輸送道路 
大規模な地震等の災害が発生した場合に救命活動や物資輸送

を行うための路線のことです。 

グリーンインフラ 

社会資本や土地利用等のハード・ソフト両面において、自然

環境が有する多様な機能（防災・減災や地域振興、気温上昇の

抑制等）を活用し、持続可能で魅力ある国土・都市・地域づく

りを進める取組をいいます。 

グローバル・スタディ 

全てのさいたま市立小・中学校で行われている本市独自の

英語教育のことです。 

小学校１年生から中学校３年生までの９年間を一貫したカ

リキュラムの下で、「聞く」「話す」「読む」「書く」の４つの

技能をバランスよく学ぶことで、将来、グローバル社会で主

体的に行動し、たくましく豊かに生きる児童生徒を育成する

ものです。 

ケアラー 

ヤングケアラー 

ケアラーとは、高齢、身体上又は精神上の障害、疾病等によ

り援助を必要とする親族、友人その他の身近な人に対して、無

償で介護、看護、日常生活上の世話その他の必要な援助を提供

する者をいいます。 

ケアラーのうち、18歳未満の者をヤングケアラーといいます。 

経常収支比率 

（公営企業） 

地方公営企業において、経常費用に対する経常収益の割合で

あり、100％を下回ると費用が収益を上回っている状態を意味

します。 

刑法犯認知件数 
刑法等に規定された犯罪（交通事故によるものを除く）で、

警察において発生を認知した事件の数をいいます。 

ＫＰＩ 

Key Performance Indicator（重要行政評価指標）の略で、

目標を達成するための取組の進捗状況を定量的に測定するため

の指標のことです。 

健康寿命 

「健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる

期間」のことです。埼玉県では、65 歳に達した人が要介護２以

上になるまでの期間としています。 

公民連携 

自治体と民間事業者等が連携して公共サービスの提供を行う

仕組みであり、社会経済情勢の変化や住民の暮らし方の変化に

よるニーズの多様化に対応するために自治体が民間事業者等の

知識や技術、資源を活用し、公共サービスを継続的に実施して

いくための手法をいいます。 

交流人口 

通勤・通学、買い物、文化鑑賞・創造、学習、習い事、ス

ポーツ、観光、レジャーなどの目的で、ある地域を訪れ、交流

する人口をいいます。 
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コンパクトなまち 

コンパクトシティ 

集約型都市構造 

南北方向の鉄道を中心的な公共交通軸とし、それに沿って密

度の高い土地利用を促進するとともに、駅の周辺を都心、副都

心、地域生活拠点として位置付け、都市機能を集積し、各拠点

を公共交通ネットワークで接続することで、市街地の拡大を抑

制するコンパクトなまちづくりをいいます。 

コンプライアンス 

法令遵守（Compliance）と訳されますが、単に法令に違反し

なければよいということではなく、会社員や公務員として求め

られる社会規範や一般常識を尊重した言動を行うことをいいま

す。 

コンベンション 
政府、国際機関・団体、学会、協会等が主催する総会、大会、

学術会議等のことをいいます。 

さ 

再生可能エネルギー 

（再エネ） 

非化石エネルギー源のうち、太陽光・風力・水力・地熱・

太陽熱・大気中の熱その他の自然界に存する熱・バイオマスなど

の永続的に利用可能なエネルギー源によって作られるエネルギー

をいいます。 

さいたまシティスタッ

ト 

各種統計や施策・事業に係る数値等の行政情報を庁内におい

て共有し、これらのデータを分析することにより、市民ニーズ

や課題の把握、解決策の企画立案等に活かす取組をいいます。 

さ い た ま ス ポ ー ツ

シューレ 

市内に集積するスポーツ施設群を中心に、市内の宿泊・研修

施設等をネットワーク化することで、市民やアスリート等が

スポーツを「する場」、「学ぶ場」を確保するとともに、企業・

大学・団体等が最新の知見や技術をスポーツに取り入れる「実

証の場」を構築するための仕組みのことです。 

サステナブル 

持続可能性（Sustainable）と訳され、将来世代のニーズを

満たすために必要な資源を現在の世代で損なうことのないよ

う、環境・社会・経済・組織などが将来にわたって適切に維持・

保全されながら発展することをいいます。 

ジェンダー 
社会や人間関係における役割や価値観の中で、社会的・文化

的につくられてきた性別のことです。 

市街地再開発事業 

区域内の土地・建物を再開発ビルの床に置き換え（権利変

換）、土地の高度利用により公共施設と不燃化された共同建築

物を整備することで、良好な都市空間の形成と防災性の向上を

図る事業をいいます。 
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自主財源 

地方公共団体が自主的に収入できる財源で、市税、使用料、

手数料、財産収入などがこれに当たります。この割合が高いほ

ど自主的な行政運営ができます。 

シティプロモーション 

地域資源に磨きをかけ、新たな魅力を創出するとともに、市

内外へ情報発信し、知名度とイメージの向上を図ることで、交

流人口・関係人口の増加や市民の「地域への誇りと愛着」の醸

成につなげることを目的とした活動をいいます。 

市民協働 

市民と行政が、相互の立場や特性を尊重しつつ対等な立場か

ら、地域や社会における共通の課題の解決や共通の目的の実現

に向けて、相互の役割を明確にした上で、連携を図りながら協

力して活動することをいいます。 

住宅セーフティネット 

住宅市場の中で独力では住宅を確保することが困難な方々

が、それぞれの所得、家族構成、身体の状況等に適した住宅を

確保できるような様々な仕組みのことです。 

循環型都市 

大量生産・大量消費・大量廃棄という社会経済活動やライフ

スタイルが見直され、資源を効率的に利用し、できる限りごみ

を出さず、やむを得ず出るごみは資源として再び利用し、どう

しても利用できないごみは適正に処分することで、環境への負

荷を極力低減するシステムを持つ都市をいいます。 

スマートシティ 

都市の抱える諸課題に対して、デジタル技術等を活用しつ

つ、マネジメント(計画、整備、管理・運営等)が行われ、全体

最適化が図られる持続可能な都市をいいます。 

スラグ 

溶融スラグ 

廃棄物や焼却灰等を高温で溶融した後に冷却し、固化させた

ものです。 

３Ｒ 

（スリーアール） 

Reduce（リデュース＝ごみの発生や資源の消費自体を減ら

す）、Reuse（リユース＝ごみにせず繰り返し使う）、Recycle

（リサイクル＝ごみにせず再資源化する）の頭文字をとった略

称です。 

生活衛生関係営業 

生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律に規

定される営業のうち理容業、美容業、クリーニング業、旅館

業、浴場業及び興行場営業（映画、演劇又は演芸に係るもの）

をいいます。 

生活道路 

地区に住む人が地区内の移動あるいは地区から幹線道路（主

に国道や県道などで通過交通を担う道路）に出るまでに利用す

る道路のことです。 
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生物多様性 

たくさんの生きものがいて、それらがつながり合っているこ

とをいいます。この生きものたちのつながりにより、地球では

豊かな生態系が保たれています。 

生物多様性は、「生態系の多様性」、「種の多様性」、「遺伝子

の多様性」の３つの多様性から成り立っています。 

セーフコミュニティ 

事故やケガを予防するため、市民団体や企業、警察、市などで

ネットワークを作り、データ（根拠）に基づいた取組を行い、市

民が安全に安心して暮らせるまちづくりを進めることです。 

セカンドライフ 
定年退職後や子育てを終えた後などの人生のことで、第二の

人生ともいいます。 

ゼロカーボンシティ 

2050年までに温室効果ガスの多くを占める二酸化炭素（ＣＯ２）

の排出量を実質ゼロにすることを目指すと表明した自治体のこ

とです。 

Society5.0 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を

高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解

決を両立する、人間中心の社会（Society）のことです。 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社

会（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く、新たな

社会を指します。 

ＩｏＴ（Internet  of  Things）や人工知能（ＡＩ）の活用

により、少子高齢化、地方の過疎化、貧富の格差などの課題克

服や、新たな価値の創造が期待されています。 

た 

対流 
多様な個性を持つ様々な地域が相互に連携して生じる地域間

のヒト、モノ、カネ、情報の双方向の活発な流れのことです。 

脱炭素社会 
温室効果ガスの排出が実質ゼロとなっている社会のことをい

います。 

多文化共生社会 

国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的違いを認め合

い、対等な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員として

共に生きていくことをいいます。 

男女共同参画社会 

男女が互いにその人権を尊重しつつ、喜びも責任も分かち合

い、性別にかかわりなく、その個性と能力を充分に発揮し、あ

らゆる分野に対等に参画できる社会をいいます。 

-399-

用
語
解
説

さ
／
た
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地域共生社会 

制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という

関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」とし

て参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」

つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域を

ともに創っていく社会のことをいいます。 

地域コミュニティ 

いま暮らしている地域をより良くしようと、多様な主体がそ

れぞれの役割分担の下、相互連携を図りながら、地域社会の課

題解決に向けた取組や、まちづくり活動等に自主的に展開して

いる共同体をいいます。 

地域包括ケアシステム 

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続ける

ことができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一

体的に提供される体制をいいます。 

地下鉄７号線 
目黒～赤羽岩淵～浦和美園（35.9km）からなる東京メトロ南

北線と埼玉高速鉄道線（ＳＲ）の総称です。 

地産地消 
地域で生産された農林水産物を、その生産された地域内にお

いて消費する取組をいいます。 

地方創生 

東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住

みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある日本社会を維

持することを目的とした政策や取組をいいます。 

地方創生応援税制 

地方公共団体が行う地方創生に資するプロジェクトに対して、

民間企業が寄附を行った場合、課税上の特例措置を受けることが

できる制度をいいます。企業版ふるさと納税ともいいます。 

地方分権改革 

日本国憲法の国民主権の理念の下に、住民に身近な行政は、

地方公共団体が自主的かつ総合的に広く担うようにするととも

に、地域住民が自らの判断と責任において地域の諸課題に取り

組むことができるようにするための改革をいいます。 

中等教育学校 
一つの学校として、一体的に６年間の中高一貫教育を行うも

のです。 

ＤＸ 

（ディー・エックス） 

平成 16（2004）年にウメオ大学（スウェーデン）のエリッ

ク・ストルターマン教授が提唱した、「ＩＣＴの浸透が人々の

生活をあらゆる面でより良い方向に変化させる」という概念の

ことをいいます。  

本市におけるＤＸとは、市民の視点に立ち、デジタル技術や

データを活用して行政サービスの質を高めるとともに、業務を

効率化し、組織の在り方と職員の働き方の変革を進める取組を

いいます。 
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定住人口 その地域に住んでいる人口のことです。 

適応策 
気候変動により既に生じている影響や将来予測される影響

に対して、被害の防止や軽減を図るための対策のことです。 

デジタル学習基盤 
１人１台端末やクラウド環境等の情報機器・ネットワーク・ソ

フトウェアなどの要素で構成される一連の学習基盤のことです。 

デジタル技術 

ＩＣＴがコンピュータやインターネットにより、デジタル

データを処理・共有する技術であるのに対して、デジタル技術

は、ＡＩやＩｏＴに代表されるデジタルデータの処理・共有を

通じて多様な付加価値を生み出し、課題解決に貢献する技術の

ことです。 

デジタルデバイド 
インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者

と利用できない者との間に生じる格差のことです。 

同和問題 

同和地区（被差別部落）に生まれたということだけで、日常

生活や就職・結婚などの際に不当な差別を受けるなど、誰にで

も保障されている基本的人権が侵害されているという社会問題

をいいます。 

特別緑地保全地区 

都市緑地法に基づき、都市計画区域内の緑地のうち、風致や

景観が優れているなど、一定の要件に該当する良好な自然的環

境を形成している緑地について、それを保全するため、都道府

県または市町村が都市計画に定める地区をいいます。 

市内では、平成 18（2006）年度に、大和田緑地公園を指定し

ています。 

都市活動 
都市において行われる、市民生活、商業活動、生産活動など

を総称した、様々な活動をいいます。 

都市機能 

都市的な活動を支えるために必要な機能の総称です。 

主な都市機能として、居住機能、商業機能、業務機能、産業

機能、レクリエーション機能などが挙げられます。 

都市基盤 

都市基盤施設 

学校、病院、道路、港湾、工業用地、公営住宅、橋りょう、

鉄道路線、バス路線、上水道、下水道、電気、ガス、電話など

市民の福祉の向上と経済の発展に必要な施設をいいます。 

都市計画道路 

都市計画法に基づく手続によって決定する道路のことです。 

都市計画で決定することにより、将来整備に必要な区域を明

確化し、住民の合意形成を図るとともに、建築の制限などによ

り事業の円滑化を図ります。 

都市公園 
街区公園、近隣公園、地区公園、総合公園、運動公園、広域

公園などの国又は地方公共団体が設置する公園のことです。 
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都市農業 

大消費地に位置するという利点を生かしつつ、市民に新鮮で

安全かつ良質な農産物等を供給し、及び農業の有する多面的機

能を備えた市の全域で営まれる農業をいいます。 

土地区画整理事業 

道路・公園などの公共施設の整備改善や宅地の利用増進を図

るため、土地の区画形質の変更や公共施設の新設又は変更を行

う事業をいいます。 

事業の特徴として、公共施設が未整備である一定の区域にお

いて、土地所有者等の地権者から各自の権利に応じて土地を減

歩してもらい、この土地を公共用地に充てたり、一部を売却し

て事業資金の一部に充てる制度があります。 

ＤＶ 

（ドメスティック・ 

バイオレンス） 

Domestic Violence の略で、配偶者や恋人など親密な関係に

ある（あった）ものから受ける暴力をいいます。身体的暴力、

精神的暴力、性的暴力、経済的暴力などがあります。 

な 

ネイチャーポジティブ 

「自然を回復軌道に乗せるため、生物多様性の損失を止め、

反転させる」ことを指し、いわゆる従来の自然保護にとどまら

ず、気候変動対策や資源循環等の様々な分野の施策と連携し

て、社会・経済全体を生物多様性の保全に貢献するよう変革さ

せていく考え方のことをいいます。 

ノーマライゼーション 

障害のある人の住居、教育、労働、余暇などの生活の条件を

可能な限り障害のない人の生活条件と同じようにすることで、

障害のある人が障害のない人と同等に生活し活動する社会を目

指す理念をいいます。 

現在では、障害者福祉に限らず、社会のあらゆる分野に共通

する理念となっています。 

は 

Ｐａｒｋ－ＰＦＩ 

都市公園における民間資金を活用した整備・管理手法である

公募設置管理制度をいいます。 

都市公園内で飲食店などの公園施設を設置管理する事業者を

公募で選び、その収益を公園整備に還元することで、都市公園

の再生・活性化や魅力向上につなげることができます。 

バリアフリー 
高齢者や障害のある方などの社会的弱者が障壁なく設備やシ

ステムを利用できる状態のことをいいます。 

ＰＦＩ 

Private Finance Initiative の略で、民間の資金、経営能力

及び技術的能力を活用して公共施設等の設計、建設、維持管

理、運営等を行うことにより、質の高いサービスをより少ない

財政支出で提供する手法をいいます。 
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用 語 解 説 

ファシリテーション 

ファシリテーター 

ファシリテーションは、会議などの場で、中立な立場から参

加者の発言を促したり、論点を整理したりすることによって議

論を活発化させ、進行の手助けをすることです。 

この役割を担う人のことをファシリテーターといいます。 

プラットフォーム 
物やサービス、人が集まり、交流やつながりを生み出す場所

や仕組みをいいます。 

ま 

ＭＩＣＥ 

企業等の会議（Meeting）、企業等が行う報奨・研修旅行（イン

センティブ旅行）（Incentive Travel）、国際機関・団体、学会

等が行う国際会議 （Convention）、展示会・見本市、イベント

（Exhibition/Event）の頭文字を使った造語で、これらのビジ

ネスイベントの総称です。 

まち・ひと・しごと創

生総合戦略 

まち・ひと・しごと創生法第10条に基づき策定する、市町村の

区域の実情に応じたまち・ひと・しごと創生に関する施策につい

ての基本的な計画のことをいいます。 

本市の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」は、総合振興計画

の重点戦略が兼ねることとしています。 

マッチングファンド制

度 

市民からの寄附金と市の積立金を助成金の原資とし、市民活

動団体が市と協働して地域社会の課題を解決するための事業を

行う場合や、あらかじめ基金に登録した団体に対して寄附金が

寄せられた場合に、この基金から助成を行う制度をいいます。 

無電柱化 
道路上に新たに電柱や電線を設置しないようにするととも

に、既存の電柱や電線を撤去していくことをいいます。 

モビリティ 移動するための交通手段をいいます。 

や 

遊休農地 

現に耕作の目的に供されておらず、かつ、引き続き耕作の目

的に供されないと見込まれる農地、またはその農業上の利用の

程度がその周辺の地域における農地の利用の程度に比し、著し

く劣っていると認められる農地をいいます。 

ユニバーサルデザイン 

高齢者や障害者を始め、全ての人ができる限り利用しやすい

ように、製品、建物や都市をデザインすることであり、「すべ

ての人が利用しやすい」「すべての人を思いやるまちづくり、

ものづくり」という考え方です。 

ら 

ライフスタイル 
衣食住の在り方だけでなく、生活の様式や働き方など個人の

生き方全般をいいます。 
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用 語 解 説 

ライフステージ 

人間の一生において節目となる出来事（出生、入学、卒業、

就職、結婚、出産、子育て、退職など）によって区分される生

活環境の段階をいいます。 

リテラシー 

元々は、読み書きの能力のことをいいます。情報化の進展に

より、近年は情報や知識を適切に理解・解釈し、活用する能力

という意味で用いられています。 

わ 

ワークショップ 

一方的な講義ではなく、参加者がグループで積極的に意見交

換をすることで、問題解決やアイデア創出、合意形成などを図

る手法をいいます。 
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